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１．研究計画の概要 
 本研究の目的は、日系アメリカ人に対する
アメリカ連邦政府の言論統制、とくに第２次
世界大戦中に日系人が強制収容された後の
「収容施設内」での言論統制の実態を明らか
にすることである。 
 より具体的には、日系人の立ち退き・収容
に直接関わったアメリカ政府機関の内部文
書などを網羅的に調査し、かつ日系人存命者
のインタビューも加えて、外部社会から隔離
された収容施設内でいかなる新聞・雑誌等が
作られ、当局がいかにそれら媒体をコントロ
ールしようとしていたのかを、歴史実証的に
明らかにする。 
 当初の２年間は、いくつかの未見の先行研
究を集め、収容施設内の新聞・雑誌に関する
既存の知見や学説のレビューを万全にする
と同時に、最新の研究動向のキャッチアップ
をする計画であった。また、収容を受けた日
系人に関わる一次史料をアメリカ西海岸の
文書館等で発掘・収集し、存命している日系
人へのインタビューも実施するつもりであ
った。 
 後半の２年間は、連邦政府当局の史料収集
を本格化させ、随時、研究成果を論文にまと
め日米の学会（誌）で発表し、最終目標とし
て本格的な単著を出版する計画であった。 
 
２．研究の進捗状況 
 全体として、当初計画した以上の成果を残
すことができている。 
 まず、１年目から順調に史料の収集を実施
し、かつ充実した内容の文書や証言を得るこ
とができた。２００７年８月から９月にかけ
ては約３週間にわたりワシントン DC へ出張
し、アメリカ国立公文書館で国務省や戦時転
住局などの記録からこれまでの先行研究で

使われていない多くの貴重な新史料を発掘
することができた。 
 ワシントン DC の国立公文書館には２００
９年２月から３月にかけて再訪し、さらなる
史料渉猟を実施した。そして今回も、司法省、
敵性財産管理局、財務省などの記録のなかか
ら多くの貴重な新史料を発掘することがで
きた。 
 さらに、２０１０年２月から３月にかけて
は、約３週間にわたりカリフォルニア州スタ
ンフォード大学（フーヴァー研究所）を訪問
し、ワシントン DC では入手できない日系人
強制収容関係の史料を多数入手した。既存文
献のレビューを万全にすることもできた。 
 上述の一連の史料収集活動では、並行して
関係者などへのインタビューもおこない、文
書など有形の記録を補完する内容の証言を
得ることができた。 
 他方、これも同じく１年目から、順調に研
究成果を公表することができた。具体的な成
果は後述する「５. 代表的な研究成果」で
列挙するが、計画したとおり、日本だけでな
くアメリカの学会で論文を発表し、高い評価
を得ることができた。 
 
３．現在までの達成度 
 ①当初の計画以上に進展している。 
 ４年計画の３年目となる現在においてす
でに、当初考えていた目標の多くは達成する
ことができた。事前の調査・準備に万全を期
したことが功を奏した。 
 もちろん、研究に「完璧」はありえないが、
予想していたよりもはるかに順調に史料を
集めることができたし、さらにそれを消化し
た上で研究成果としてまとめることができ
た。 
 また、これまでの研究活動を通じて新たな
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課題が多く見つかったため、２０１０年度か
ら５年間継続する計画の基盤研究に応募し
ている（研究計画最終年度前年度の応募）。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 「３」で述べたように、現在の研究活動を
通じて新たな研究課題が多く見つかってい
るため、５年計画の基盤研究でそれらの課題
に取り組みたいと考えている。 
 ただし、上述の基盤研究の申請が認められ
るとは限らないため、もし不採用となった場
合は、現在の若手研究で残された１年間をフ
ルに使って、さらなる研究の上積みをめざす。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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